
議案第６３号 

 

 

   小金井市私立幼稚園等園児保護者補助金の交付に関する条例の一部を改    

正する条例 

 

 

 小金井市私立幼稚園等園児保護者補助金の交付に関する条例の一部を別紙のように

改正する。 

 

 

     平成２４年９月３日提出 

 

          小金井市長 稲 葉 孝 彦 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （提案理由） 

 東京都の私立幼稚園等園児保護者負担軽減事業費補助金交付要綱の改正に伴い、本

市の所得基準額を変更する必要があるため、本案を提出するものであります。 



  小金井市私立幼稚園等園児保護者補助金の交付に関する条例の一部を改 

正する条例 

 

 小金井市私立幼稚園等園児保護者補助金の交付に関する条例（平成１９年条例第１ 

３号）の一部を次のように改正する。 

 

 別表２の項中「３４，５００円」を「７７，１００円」に改め、同表３の項中「１

８３，０００円」を「２１１，２００円」に改め、同表４の項及び５の項中「２１６，

７００円」を「２５６，３００円」に改める。 

 

 付 則 

 この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の小金井市私立幼稚園等

園児保護者補助金の交付に関する条例の規定は、平成２４年４月１日から適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 １ 

 議案第６３号資料 

 

 

       小金井市私立幼稚園等園児保護者補助金の交付に関する条例の一部を改正する条例新旧対照表 

 

改 正 条 例 現 行 条 例 備   考 

 

別表（第４条関係） 
 

区

分 

補助金月額  
所得の基準 第１子 第２子以降 

 

 

 
１ 

 

 

 
９，４００円 

 

 

 

 

 

 

 
９，４００円 

当該年度に納付すべき

市町村民税（特別区民税

を含む。以下同じ。）の

所得割が非課税となる世

帯及び生活保護法（昭和

２５年法律第１４４号）

の規定による保護を受け

ている世帯 

 

 

 
２ 

 

 

 
７，７００円 

当該年度に納付すべき

市町村民税の所得割の額

（世帯構成員中２人以上

に所得がある場合につい

ては、所得割課税額の合

計とする。）が７７，１

００円以下の世帯 

 

別表（第４条関係） 
  

区

分 

補助金月額  
所得の基準 第１子 第２子以降 

 

 

 
１ 

 

 

 
９，４００円 

 

 

 

 

 

 

 
９，４００円 

 

 

 

 

 

当該年度に納付すべき

市町村民税（特別区民税

を含む。以下同じ。）の

所得割が非課税となる世

帯及び生活保護法（昭和

２５年法律第１４４号）

の規定による保護を受け

ている世帯 

 

 

 
２ 

 

 

 
７，７００円 

当該年度に納付すべき

市町村民税の所得割の額

（世帯構成員中２人以上

に所得がある場合につい

ては、所得割課税額の合

計とする。）が３４，５

００円以下の世帯 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

所得基準額の

改正 

 

 

 



 ２ 

 

 

 
３ 

 

 
 

 

 

 
６，７００円 

 

 
 

 

 

 
８，８００円 

 

 
 

当該年度に納付すべき

市町村民税の所得割の額

（世帯構成員中２人以上

に所得がある場合につい

ては、所得割課税額の合

計とする。）が２１１，

２００円以下の世帯 

 

 

 

４ 

 

 

 

５，６００円 

 

 

 

 

８，２００円 

当該年度に納付すべき

市町村民税の所得割の額

（世帯構成員中２人以上

に所得がある場合につい

ては、所得割課税額の合

計とする。）が２５６，

３００円以下の世帯 

 

 

 
５ ３，２００円 

当該年度に納付すべき

市町村民税の所得割の額

（世帯構成員中２人以上

に所得がある場合につい

ては、所得割課税額の合

計とする。）が２５６，

３００円を超える世帯 

 

 備考 省略 

 

   付 則 

 この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正

後の小金井市私立幼稚園等園児保護者補助金の交付に関す

る条例の規定は、平成２４年４月１日から適用する。 

 

 

 

 
３ 

 

 
 

 

 

 
６，７００円 

 

 
 

 

 

 
８，８００円 

 

 
 

当該年度に納付すべき

市町村民税の所得割の額

（世帯構成員中２人以上

に所得がある場合につい

ては、所得割課税額の合

計とする。）が１８３，

０００円以下の世帯 

 

 

 

 

４ 

 

 

 

５，６００円 

 

 

 

 

８，２００円 

当該年度に納付すべき

市町村民税の所得割の額

（世帯構成員中２人以上

に所得がある場合につい

ては、所得割課税額の合

計とする。）が２１６，

７００円以下の世帯 

 

 

 
５ ３，２００円 

当該年度に納付すべき

市町村民税の所得割の額

（世帯構成員中２人以上

に所得がある場合につい

ては、所得割課税額の合

計とする。）が２１６，

７００円を超える世帯 

 

 備考 省略  

 

 

所得基準額の

改正 

      

 

 

 

 

 

同上 

 

 

 

 

 

 

同上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


